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稲作大規模農場の問題と対策

淡路銑一郎・柴田昭治郎・阿部健一郎

（秋田県農試）

1　号　え　が　き

米をめぐる情勢はきびしく，それだけに今後は生産

性を高め良質米を低コストで供給できるための競争力

をつける必要があり，これが食糧基地化への重要な条

件でもある。

本県においても，これらの情勢に対応するためのい

くつかの注目すべき成果がある。すなわち．省力技術

の導入，水稲集団栽培．共同利用組織などであるが，

これらは第1には増収，第2には横根による省力の方

向をねらいとしたものである。いずれも生産費低減の

方向をもっており，この両者を組み合わせた姿が望ま

しいことはいうまでもない。

以上の観点に立ってここでは，新規造成田で土地基

盤の整備がなされ．大型校枕を根幹として設定された

4781laの農場（大曲市）について，技術的・経営的

にその営農方式の確立過程を解析し，大規模稲作農場

における生産技術の体系化および経営管理のありかた

を求めた。

2　試　験　結　果

1　栽培技術

この魚場での栽培技術の特徴は，田植様式が手植え

第2表　主　な　作　業体系

であり，労力の鴎係上，田植時期が既耕地の田植えと

の重複をさけるためd月上～中旬におそ植えされてい

る。したがって．苗代様式は水苗代となり品種はほと

んど早生種が作付けされているのが現状で，この田植え

の遅れが増収対策上のネックになっている（第1表）。

また，土壌は沖積土のため水田の安定化は非常に早

いが，砂礫質土壌だけに肥沃度は低く2～5年後には

この対策を考慮する必要がある。

第1表　　田植の方法

時　　 期 載　　 積　　 密　　 度

第 2 年度 d 月 4～15 日 22．7×22．7の乃（1R 4 株／ナガ）

第 5 年度 ‘月 5 ～15 日 55．5×15．2 m （1只8 珠／すげ）

2　作業技術

（1）作業技術体系の特質

本田の作業技術体系は第2表に示すように「大型半

椀秩化体系」であり，田植え・除草過程が手作業のた

め晩植えによる収量規制，多量の臨時雇用による費用

増加をもたらし，経営改善の最大のポイントとなる。

（2）作業別労働時間

大型磯枕化体系と，1田地に集中整備された圃場条

件によって労働節約の効果はあがり，108当り労働
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時間は75．2時間であるが．労働配分でd月上～中旬に

田植えによる鋭いピークが形成されており，この山を

くずすことが今後の課題となっている（第1回）。

（3）機械利用と圃場条件

トラクター，コソ′ミインなど各種機械の利用は，作

業能率が高いこと．移動時間が少なく実作業率が高い

こと，年間の稼動時間が比較的多いことなど，50a

区画で1田地に集中整備された周場条件の優越による
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第1図　108当り旬別投下労働時間
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第5表　普通型コ　ンバイ　ン稼動状況

拘　　　　　　　　 束　　　　　　　　 時　　　　　　　　 間

稼　　　 動　　　 時　　　 間
整　 備　 ・ 修　 理

合　 計
実　　 動　　 時　　 間

移　 動

l

計 芸 芸 修 理
計

刈　 取　 り
もみ積

み替 え
脱　 穀 小　 計

草刈野

農　 場

1

4 8．O h a
時間 分

111．55
47 15 7 00 185．50 50．0 1d8．50 5ス40 21．50 5♀10 228．00

1D a 当 り
分

14．5 8．2 0．9 2 1．8 0．4 22．D 4．9 2．8 7 7 2鼠7

比　　 率
％
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2ロ．9 5．0 72．7 1．4 74．1 16．5 父4 25．9 100．D
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15．55 h a
＊時間 分

118．10 118．10 ♀00 15鼠20 14．50 11．50 28．00 185．20

10 a 当り
＊　 分　44．8 刈取 り時間に含む

l
44．8 16．7 55．8 5．8 4．5 10．1 ‘5．8

比　　 率
＊　 ％　70．2

70．2 14．1 84．5 8．9 d．8 15．7 100．0

注．り　草刈野農場の隣接圃場への小移動は刈取時間に含む。

2）＊はもみ積み替え脱穀時間を含む。

3）コンバイン刈幅：農場4．2〝～，仙北村2．8椚

4）仙北村利用組合：属人的集団の共同利用組合

ところが大きい（第5表）。

（4）作土中の石とトラクター

トラクター（49p8と50p8）耕起は，作土中の石

のため50p8のトラクターは故障が多く，能率も低い。

したがって礫の早急な除去が望まれる。このような問

題はあるにしても，トラクター複数利用の適正化は発

揮されている。

（5）収穫過程をめぐる機嫉，施設の能率バランスの

適正化

作付け第2年度に収穫過程で，乾燥依20石入り　4

基では乾燥能力の不足が問題となり，第5年度に50

石入り5基を増設し，生籾乾燥とコンバインの刈取り

との能力バランスをえたが，現在まだ調製前の一時貯

留施設が不足である。施設と機械の設置改善について

は，流れ作業過程の能力パラソスを係数的に把握し，

的確な改善対策が望ましい。

5　農場の管理運営と経済性

（11農場の性格と環境条件

当農場は土地保有者が組合を結成し，組合がこれら

の土地を統括経営するという「協業型請負耕作組合」

である。水利，鹿追，岨場条件は整い，地形，土壌条

件からみて熱田化は早く，しかも．水田地帯の平担部

にあり，多数の組合員は近くに居住するため労働調達

に便利であり，開田農場にしては恵まれた条件下にあ

るが，連に，これが出場における撥据化を遅らせてい

る要因にもなっている。

（2）オペレーターおよび労務管理

依械および技術オペレーターの能力が事業の業績に

大きく幽与するが，その確保のためには，給与の改

善，身分保証が伴わなければならない。しかも月額

25，000円の現行賃金は．均衡賃金の立場から十分な

条件にあるとはいえない。また．会計管理の専従者は

農協職員を出向させているが，将来は組合員の中から

これに専従できるような人材を養成することが望まし

い0

（31資金管理

組合の運営方針として，まず負債の依遠を優先し，

資本奄槙を強行する方針をとり．第5年度までの配分

金，配当金はすべて負債の依是にあてた。その結果，

当初の流動負債と当座資金との差額である970万円を

第4年度まですべて返済して，創設期の難関は一応乗

り切っている。長期資金の償還も順調であり，今後は

組合員への配分にも意を注ぐべき段階である。

（4）請負耕作農場としての経済性

事業の特殊性から「利潤なき企業」としての性格が

強く，その経済性は組合員への配分金（地代）支払可

能額によって判定される。

第2～5年度の会計実績から，この支払可能額を10

a当りに試算すると第4表のようになる。当初，組合

が目標に定めた10a当り配分金の1占．000円は十分
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可能であるが．完全償却の下ではやや困難である。

第4表　10a当り配分可能額

第　 2 年　 度 第　5 年　 度

補　 助　 金　 圧　 縮 24，058 円 1占，055 円

完 全 減 価 錬 却 14，590 8．859

注．収丑水準：第2年度498KP．第5年度457Ⅹク

また，熱田における県平均請負耕作料は51，100円

であり，技術水準を一定とすれば熱田の高委託料水準

では成立し難く，より高い収量水準が必要とされる。

4　経営合理化の基本方向と課垣

（1）基本方向

費用節約側面では，田植えの機械化，除草の薬剤使

第　5表　経済収支と労働生産性の対比

用による省力．労働費節約を，他方では技術改善によ

って増収を図る方向である。とくに，この種農場を広

範な地域に成立させるために，陵械化増収技術を体系

として確立する必要がある。

（2）改善モデルの設定と経済性

改善目標の改善点は田植えの機械化，除草剤使用に

よる省力と費用節約をねらいとしたものであり，その

結果は第5表のとおりである。これによると10a当

り労働時間は75．2時間に対し七41．2時間に省力され，

雇用労働時間は45．5時間から15．5時間と大幅に減少

し，しかも．経営費は1．000円減少し所得増加が得ら

れている。そして収量水準をdOOKgとすれば，52．529

円の配分が可能となり，熟田地における請負耕作料

（51，100円）の水準に到達できる。

現　　 行 （4 4年 ） 改　 善　 後 （A ） 改　 善　 後 （丑）

経　 済　 収　 支

粗　　　 収　　　 入 8 5，7 0 7　 円 8 5，7 0 7 8 5，d 4 2

経　　　 営　　　 費
（4 1 d 5 2 ）円 （4 8，8 5 8 ） （4 8．8 5 8 ）

（1 0 a ） 5 2，5 2 7 5 1，5 1 5 5 1．5 1 5

利　　　　　　　 益
（1 6．0 5 5 ）円 （1 ス0 8 9 ） （5 ス0 0 4 ）

1 1，5 8 0 1 2，5 9 4 5 2．5 2 9

労　 働 時　 間

（1 0 8 ）

総　 労　 働　 時　 間 7 5．2 時 間 4 1．2 4 1．2

雇　 用　 労　 働 時 間 4 5．5 時 間 1 5．5 1 5．5

労　 働　 の 生 産 性
利 益 ＋ 労 働 費

労 働 時 間
4 4 2　 円 8 9 9 1，1 8 5

注．11経営費には配分金を含まず。

2）収量水準：現行，改善後（A）457Xg，改善後（B）dDOKク

3）（）は水田造成費の内容をもつ費用を除外修正したもの。

（3）今後の課題

稲作営農集団の今後の展開が，生産手段の高度化に

よる大規模農場方式への接近であるとするならば，当

農場のあり方は，農場の組織，運営および生産技術体

系の側面では一つの誘導指標としての意義，役割があ

るとみられよう。しかし．このような飽場方式が一般

の既耕地においても成立するかどうかは．土地集中の

可能性，オペレーターや経営管理者の貸金水準の妥当

性など今後の農業の展開によるところが大きい。しか

し，いずれにしても農家所得を大幅に上昇させていく

には．労働節約的であると同時に収量の増加を図るこ

とが大切で，この点の改善が諸踵の問題解決上重要な

要件である。

水稲集団栽培の経営的意義
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1　ま　え　が　き
契機に，労力の調達を主とする共同田植，さらにトラ

クターやバインダーなどの労働手段を効率的に利用す

東北地域における水稲集団栽培は共同防除の徹底を　　るため，それらを共同で導入するという方向に展開し，




